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富士市 
● 人 口：248,000人  （R5.11.1現在） 

● 世帯数：110,639世帯（R5.11.1現在） 

● 面 積：244.95ｋ㎡ 

 

 

富士市は、日本列島太平洋側のほぼ中央、静岡県東部に位置し、北に世界遺産の

富士山や愛鷹山を仰ぎ、南に駿河湾を望み、市内には日本三大急流の一つ富士川が

流れる自然と都市が共存する地域となっている。 

昭和 29年に富士町が周辺の村と合併し富士市が誕生し、41年には富士市、吉原

市、鷹岡町の 2市 1町が合併して新しい富士市が誕生し、静岡市、浜松市に次ぐ県

内３番目の人口を有する都市として、東京へは 146Km、大阪へは 410Kmのところに

あり、東海道新幹線、東名及び新東名高速道路、国道１号などが市内を横断してお

り、交通の要衝として日本の産業・経済を支える動脈網を形成している。 

気候は温暖で豊富な地下水に恵まれ、古くから製紙産業が盛んで「紙のまち」と

して成長し、その後、紙パルプのほか化学、電気機械、自動車産業などの幅広い産

業を背景に、「産業都市・富士市」として発展している。富士市では、2050年ゼロ

カーボン達成に向けた積極的な挑戦を「富士市ゼロカーボンチャレンジ」として応

援し、新エネルギー・省エネルギー普及推進のための補助金制度や、太陽光発電の

導入、新環境クリーンセンターでの高効率発電等様々な取り組みを実施している。

また、富士山周辺の 4 市 1 町で構成された「富士山ネットワーク会議」において、

近隣市町との広域的な連携の推進や、民間企業 静岡ガス＆パワー（株）共同事業

者と官民連携で取り組み、目標達成に向けて取り組んでいる。 

 

 

 

 

【調査事項】 脱炭素に向けた取り組みについて 

 

１．富士市ゼロカーボン戦略 2050の概要について 

２. 脱炭素選考地域認定に向けた取り組み状況について 

３．富士市ゼロカーボンチャレンジ事業の概要について 

４．市民や企業の反応および申請状況等 

５．今後の展開及び課題等について 

 

 



【調査事項】脱炭素に向けた取り組みについて 

 全国の自治体が、ゼロカーボン社会に向けて取り組んでおり、古河市も令和 2年

に「ゼロカーボンシティ宣言」を表明しました。しかし、2050 年のゴールに向け

て、現在多くの自治体が具体的にどのように取り組んで行けばよいのか、課題に直

面し悩んでいる状況です。そのような中、富士市では、「富士市ゼロカーボンシテ

ィ宣言」に基づき、長期的な視野に立った戦略として「第六次富士市総合計画」、

「第三次富士市環境基本計画」、「富士市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」

等と連携しながら、５つの基本方針からなる、「富士市ゼロカーボン戦略 2050」を

策定している。 

 

１． 富士市ゼロカーボン戦略 2050 の概要について 

 富士市における特徴、及び将来ビジョンを加味し、「2050年温室効果ガス排出量

実質ゼロ」の達成に向け、再生エネルギーのさらなる導入促進、徹底した省エネ

ルギー化のほか、将来的な技術革新に向けた取組やゼロカーボンに関連する最先

端技術の積極的な導入、広大な富士・愛鷹山麓地域の自然を生かした CO２の吸収

固定など、以下の 5つの基本方針を定め、多様な取り組みを拡大、推進している。 

 

 

     基本方針 1  地域と共生した再生可能エネルギーを最大限活用する 

 基本方針 2 徹底した省エネルギー技術の導入を進める 

     基本方針 3 ゼロカーボンのために行動する社会をつくる 

     基本方針 4 ゼロカーボンのための新技術の導入を進める 

     基本方針 5 事業者支援と市民理解を促進する 

 

 

 



◇脱炭素先行地域スキーム 

２．脱炭素先行地域認定に向けた取り組み状況について 

富士市では、2030年度を目標として、特定地域内の電力使用に伴う二酸化炭素

排出量ゼロを目指し、環境省の公募事業である「脱炭素先行地域」認定に向け、

「富士市ゼロカーボンスマ

ートウェルネス構想」の提案

を行った。残念ながら認定に

は至らなかったが、総合運動

公園周辺やクリーンセンタ

ー、公共施設 77 施設を対象

とした構想を提案するなど、

積極的に脱炭素に向けた取

り組みへのチャレンジを行

った。 

 

 

３. 富士市ゼロカーボンチャレンジ事業 

～ゼロカーボンシティ（いただき）へのはじまり～ の概要について 

   市民・事業者・行政のオール富士市で全ての主体が当事者意識を持ち、さまざ

まな事業に積極的に挑戦し、目標達成に取り組んでいる。また、「富士市ゼロカ

ーボンチャレンジ」をキャッチフレーズとして統一展開し、啓発効果を高め、意

識の醸成を図っている。 

また、本事業は環境省が行っている、民間と共同して意欲的に脱炭素に取り組

む地方自治体を支援する「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」に採択され下記

のとおり取り組んでいる。 

事業計画の効果・費用 

再エネ導入 CO2削減 総事業費 交付金額 計画期間 

5,594Kw 69,166ｔ-CO2 34億円 7.5億円 
令和 5年度 

～令和 9年度 

 

事業の主な特徴は、 

・「富士市 CNFプラットフォー厶」、及び「富士市 SDGs共想•共創プラットフォ-ム」

において本取組みを共し、産業•社会•環境を横断した地域課題の解決と地域活性

化に資する事業の創出を目指す。 

・包括連携協定と電力の地産地消契約を締結している事業者との協働により、PPA

事業における再エネ余剰電力を本市公共施設専用の電カメニューによって供給

し、再エネ電力を最大限地産地消する。 

・民間事業者の知見と資金を活用した ESCO 事業により、多くの市民が利用する街

路灯を調光式 LEDへ改修し、省エネへの意識を醸成。街路灯の維持管理を最適化

し、財政負担の軽減と事業経費の平準化を図る 

 



４．市民や企業の反応および申請状況等 

市民におけるゼロカーボン化の推進 

ライフスタイルの転換を目指し、啓発活動の強化とともに行動変容のきっかけ創出 

 

①啓発活動：ゼロカーボンチャレンジイベントやスマートムーブチャレンジ、 

クールチョイス 22など市民参加型の様々な活動を実施。 

 

②環境教育：小学生向けの冊子の配布や取組支援および地域・中高生向けの出前 

講座や環境 アドバイザーの派遣 

 

③行動変容支援 

令和 5年度 市民ゼロカーボンチャレンジ補助金（11月 8日現在） 

項  目 申請件数 単価 ・ 上限等 

ZEH導入 45 
市内事業者 100千円/件 

市外事業者  50千円/件 

断熱窓改修 31 10千円/窓箇所、上限 50千円 

畜エネルギー設備導入 231 50千円/件 

電動車導入 85 30千円/台 

PPA契約による PV導入 10 約 30千円/件 

自己所有による PV導入 57 73千円/ｋＷ導入容量、上限 729千円 

断熱改修（窓以外） 1 補助率 1/3、上限 800千円 

LED照明改修 25 補助率 1/2、上限 130千円 

高効率給湯器改修 97 

補助率 1/2、上限：エネファーム 550千円 

    エコキュート・ハイブリッド給湯器

230千円 

太陽熱利用システム導入 2 補助率 1/2、上限 230千円 

 

事業者におけるゼロカーボン化の推進 

事業活動の脱炭素化と産業の持続的な発展を目指し、啓発活動、着手・計画策定 

支援、実行支援の実施 

 

①啓発活動：ゼロカーボン戦略シンポジウムの実施（令和 5年 6月 29日 240名参加） 

 

②着手・計画策定支援： 十分な知見を持つ環境アドバイザー等を無償で派遣し、 

状況や希望に応じたアドバイスを行うコンサルティング 

事業の実施 

産業界における課題を共有し、取組着手の支援及び、 

専門のコンサルタントの助言を受けながら、商工会議所 

との協働で取り組む 



③実行支援 

令和 5年度  中小事業者ゼロカーボンチャレンジ補助金（11月 8日現在） 

項  目 申請件数 単価 ・ 上限等 

省エネルギー対策 20 総経費の 1/4又は 

二酸化炭素削減量 1㎏×100 円又は上限 90 万円 

新エネルギー対策 0 総経費の 1/4又は 

二酸化炭素削減量 1㎏×100円又は上限 500万円 

畜エネルギー設備導入 3 蓄電池：100千円/台、V２H：30千円/台 

電動車導入 3 30千円/台、上限 150千円 

PPA契約による PV導入 0 5千円/導入容量ｋＷ、上限 500千円 

自己所有による PV導入 3 53千円/ｋＷ導入容量、上限 5,000千円 

 

 

５．今後の展開及び課題等について 

・ 国は脱炭素な暮らしの実現を目指した国民運動として、「COOL CHOICE」や

「デコ活」など親しみやすい愛称をつけ、個人でも取り組みやすい具体的なア

クションを提案しているが、市民一人一人が自分事として取り組むまでには至

っていない。富士市として、「デコ活」の機運を捉え、いかに市民が「ゼロカー

ボンチャレンジ」に気軽に取り組めるきっかけを創出していくかが課題であ

る。 

 

・ 富士市では、全体の温室効果ガス排出量の約 6割が産業部門から排出されて

おり、その大部分を温室効果ガス多量排出事業者（特定排出者）が占めてい

る。ゼロカーボン化を達成するためには、これら事業者の取り組みが大変重要

であり、ヒアリング等を行っているが、対応方針が定まっていない事業者がほ

とんどである。 

  ゼロカーボン化計画の策定に、業界団体と市が連携して取り組む必要がある。 

また、特定排出者の多くは、パイプラインを経由して都市ガスを購入している 

ことから燃料転換のためには、供給事業者等に業界団体だけではなく市が積極 

的に働きかける必要がある。 

 

・  富士市は、市北部に本市面積の 49％に相当する 12,078haの広大な森林を有し 

ており、この森林は、建材等の生産に加え、治山治水、土砂災害防止、地球温暖

化対策等の様々な公益的機能を有している。地球規模の環境保全に寄与すること

を想定し、森林保全に取り組む一方、基幹産業であるパルプ・紙・紙加工品製造

業での森林バイオマスの導入を積極的に推進していく必要がある。今後、本市の

特性を鑑みながら、官民連携で調査・検討が必要となる。 

 

 



豊橋市 
● 人 口：369,045 人 （R5.11.1 現在） 

● 世帯数：165,013 世帯（R5.11.1 現在） 

● 面 積：262.00ｋ㎡ 

 

 

豊橋市は、愛知県の南東部に位置し、東は弓張山地を境に静岡県に接し、南は遠

州灘、西は三河湾に面しており、名古屋市から約 70Km の距離にあります。また、

東京から西へ約 300Km、大阪から東へ約 260Km の中間地点に位置しており、県内 5

位の人口を抱え中核市に指定されている。 

豊かな水と温暖な気候に恵まれ、キャベツや白菜などの露地野菜、トマトや大葉

などの施設野菜、次郎柿や種なし巨峰などの果物といった多種多様な農作物が生産

されています。さらに日本一の飼育羽数を誇るうずらをはじめ、養豚や養鶏などの

畜産も盛んで、国内有数の農業産出額を誇っている。 

また、三河湾周辺は、日本のほぼ中央という立地の良さから、外資系自動車産業

をはじめ多くの企業が立地しており、臨海部には新車整備施設を有し、自動車輸入

で金額・台数ともに全国 1位、輸出においてもトップを争うなど、日本を代表する

自動車港湾となっている。このような中、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地

域である豊橋市では、津波や高潮など港湾における防災・減災の機能強化としてさ

まざまな取り組みを行っている。その一つとしてドローン飛行隊「RED GOBLINS」

を結成し、安全かつ迅速な被災状況の把握と情報共有活動などに取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

【調査事項】防災行政（ドローン飛行隊）について 

 

１．豊橋市における防災行政の概要および課題について 

２．ドローン飛行隊（RED GOBLINS）の導入の経緯および目的について 

３．災害時の具体的な活動事例について 

４．災害対策以外での活用方策について 

５．今後の課題と展望について 

 

 



【調査事項】防災行政（ドローン飛行隊）について 

1. 豊橋市における防災行政の概要および課題について 

豊橋市は、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域であり、市の大部分が

震度 6 弱以上の強い揺れに見舞われることが想定され、津波の襲来も想定され

ている。また、山地や海岸における大雨による土砂災害や、竜巻・突風がしば

しば発生する地域である。 

東日本大震災の発生時には、被災地に速やかに人的・物的支援を開始すると

ともに、防災上の課題を再度洗い出し、緊急的に取り組むべき、公共施設の非

構造部材の耐震化、津波避難ビルの指定、防災センターの整備などを推進した。 

また、防災まちづくりモデル校区事業など地域防災力や情報伝達体制の強化

に力を入れており、さまざまな事業を行っており、令和 4 年度は、小中学校や

町内会、団体等での防災訓練や講話を 326回実施し、延べ 54,197人が参加。ま

た、地域の防災リーダーを累計約 1,100 人育成し、フォローアップを実施して

いる。情報伝達においては、古河市同様に行政無線や防災メールをはじめ、防

災ラジオの普及にも力を入れており、1 台 8,800 円のところ 1,500 円（75 歳以

上のみの世帯 500円）での販売促進を行っている。 

 

2. ドローン飛行隊（RED GOBLINS）の導入の経緯および目的について 

【導入の経緯】  

  平成 27 年 9 月に発生した、鬼怒川の堤防決壊により甚大な被害が発生した

関東・東北豪雨の際に、防災危機管理課職員が被災地に赴き、ボランティア活

動を通して、被災状況を目の当たりにした。そこで広域的な被災の状況を把握

するには、上空からの状況確認が有効との認識をもったことがきっかけとなり

導入された。 

 



【目 的】 

・大規模な災害が発生した際に、ドロ 

ーンを飛行させ被害状況を迅速に把握

し、リアルタイムで災害対策本部へ被

災現場の映像を配信する。また、WEB会

議システムと連動することで他の機関

との連携強化を図る。 

・市役所内の様々な部局内に隊員を配

置し、連携強化を図る。 

 

    ３班 ２８名体制 

 防災危機管理課職員をはじめ、庁内

公募により選任している。 

≪内訳≫ 

 防災危機管理課、消防本部 

 総務部、建設部、環境部 等 

 

3. 災害時の具体的な活動事例について 

【夜間における山林地帯での行方不明者の捜索】 

 消防本部からの要請により、赤外線カメラ搭載のドローンを使用し捜索を実施。

幸い対象者は帰宅しており捜索終了。 

 

【水難事故救助】 

 消防本部から、埠頭から車両が海に飛び込み、水没したという救助要請があり、

上空から捜索を実施。発見後は、水没ポイントを隊員に示すためにホバリングを実

施した。また、映像伝送システムにより映像をリアルタイムで消防・警察・海上保

安庁と共有し、災害現場でのドローンの有効性を再認識した。 

 

【台風 7号接近に伴う被害状況調査】 

 令和 5 年 8 月の台風 7 号に伴う突風被害調査を広範囲にわたって実施し、屋根

瓦やビニールハウスの破損の状況を確認した。また、表浜海岸の被害状況を、プロ

グラミング飛行により短時間で確認することができた。 

 

【災害発生の未然防止】 

 赤外線カメラ搭載のドローンにより海岸の被害状況を確認している際に、崖崩れ

の兆候がみられた。崖下側にある合宿所において小学校の野外活動が予定されてい

た為、合宿所の利用を禁止し、児童の安全を確保することができた。また、早期に

対応することにより、新たな災害の発生の防止につながった。 

 



4. 災害対策以外での活用方策について 

〔松くい虫調査〕 

 明海臨海工業地帯の広大な公園をプログラミング飛行により、約 400枚の画像を

撮影し、オルソ画像化することで、樹木の変色具合から松くい虫の状況を判断。 上

空から行うことにより、効率化を図った。 

 

〔沿岸への漂着物調査〕 

 令和 4年 9月の台風 15号による太平洋沿岸（約 14Km）への流木等の漂着物調査

のため、プログラミング飛行により、約 1,300枚の画像を撮影し、オルソ画像を作

成。調査時間の大幅な短縮につながった。また、画像を漂着物撤去費用の概算算定

や撤去方法の検討資料として活用した。 

 ＊オルソ画像・・・写真上の像の位置ズレをなくし空中写真を地図と同じく、真上から

見たような傾きの無い、正しい大きさと位置に表示される画像に変換したもの 

 

〔夜間合同訓練〕 

 消防本部との合同訓練を実施し、夜間の河川捜索における、ドローンの有効性と

連携方法を確認。赤外線カメラにより、救助者発見に有効であることを確認した。 

 

5.今後の課題と展望について 

【課 題】 

・人事異動に伴い隊員が入れ替わるため、常に技術を保有する隊員が必要となる。

そのために、通常業務以外で技術習得の時間が必要となる。 

・技術革新や法規制の変化に対応する人材育成が求められる。また、正確な情報を

得るために民間企業との連携が必要である。 

・メーカーによる機体の更新が頻繁にあり、数年で部品や付属品が入手困難となて

しまう。また、仕様機体が海外製のため、日本製のような長期保証が受けられない。 

・維持管理費や機体更新の予算確保 

 バッテリー等の消耗品や修繕料、損害賠償保険料や点検費用など維持管理費だけ

でも、年間 150万から 200万円程度の予算が必要となる。また、機体購入にも数百

万円の予算がかかる。 

 

【展 望】 

・防災分野において、近い将来ドローンポート、運行管理システム、プログラミン

グでの自動飛行を組み合わせることにより、避難誘導の呼びかけや、撮影した映像

をリアルタイムで AI が解析し、瞬時に被害世帯数等の状況を判断することが可能

となる。また、罹災証明書発行の迅速化につながるのではと考えている。 

・今後も引き続き有事に対応する継続的な能力を維持するため、また、最新の情報

を入手するために、企業との実証実験や共同研究に協力し、課題の解決を目指して

いく。 



【視察後記】 

日本は、世界で発生しているマグニチュード 6以上の地震の約 2割が周辺で発生

し「地震大国」と呼ばれ、また、地球温暖化の影響により、近年豪雨、台風等が頻

発・激甚化するなど、さまざまな災害リスクが増加している。また、猛暑日の増加

に伴い農作物への影響や、熱中症リスクの高まりによる、健康被害が無視できない

状況である。このことから、総務常任委員会では、静岡県富士市において「脱炭素

に向けた取り組みについて」、また、愛知県豊橋市において「防災行政（ドローン

飛行隊）について」それぞれの取り組みについて研修を実施した。 

 

脱炭素に向けた取り組みは、国だけではなく、地方公共団体、事業者、国民が一

丸となって様々な取組みにチャレンジすることが求められている。そのような中、

まさに富士市では、脱炭素選考地域への認定挑戦をはじめとし、市役所が率先して

「富士市ゼロカーボンチャレンジ」をキャッチフレーズに、市民・事業者を巻き込

みながら、オール富士市でさまざまな施策に取り組んでいる姿勢が強く感じられた。 

今後、脱炭素に向けた取り組みは、避けては通れないものであるが、日本一の

富士山の裾野に位置する富士市の脱炭素を含めたさまざまな環境問題へのチャレ

ンジは、大変すばらしいものであり、古河市にとっても大変参考となるものであ

った。 

 

 次に豊橋市では、平成 27年に発生した関東・東北豪雨でのボランティア活動を

きっかけに導入されたドローン飛行隊を中心に話を伺った。 

災害現場での活動状況を伺い、今後起こりうる様々な災害に対して、救助・状

況確認・復旧作業等あらゆる面から、ドローン飛行隊は有効であることが確認で

きた。また、飛行隊隊員を市役所内の様々な部局から公募により選任することに

より、災害時の連携強化が図られているほか、平常時のドローン活用にも有効な

組織体制であった。茨城県においても、西南地方広域市町村圏事務組合消防本部

において、ドローンによる捜索訓練を実施し、有効性を確認している。古河市と

しても、人材確保や財源の確保など課題はあるが、ドローン飛行隊の取り組みは

大変有効であると感じた。 

 

 



【富士市での研修風景】 

 

【豊橋市での研修風景】 

  

 

 

 

  


